
附 属 明 細 書
（法人単位）
１．固定資産の取得、処分、減価償却費（「第87 特定の償却資産の減価に係る会計処理」及び「第91資産除去債務に係る特定の除去費用等の会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）及び減損損失
累計額の明細

（単位：円）

資 産 の 種 類 期 首 残 高 当期増加額 当期減少額 期 末 残 高
減 価 償 却 累 計 額

減損損失累計額 差引当期末残高 摘 要
当期償却額

有形固定資産（償却費損益内）

建物 628¶081¶019 13¶727¶568 74¶158¶953 567¶649¶634 119¶239¶569 27¶609¶613 ` 448¶410¶065

構築物 19¶222¶974 ` ` 19¶222¶974 7¶231¶704 1¶141¶848 ` 11¶991¶270

機械及び装置 87¶329¶995 ` ` 87¶329¶995 76¶194¶804 7¶166¶808 ` 11¶135¶191

車両運搬具 65¶116¶224 ` 12¶092¶923 53¶023¶301 29¶317¶929 9¶771¶706 ` 23¶705¶372

工具器具備品 713¶386¶725 87¶429¶712 33¶099¶429 767¶717¶008 577¶222¶284 62¶868¶448 ` 190¶494¶724

計 1¶513¶136¶937 101¶157¶280 119¶351¶305 1¶494¶942¶912 809¶206¶290 108¶558¶423 ` 685¶736¶622

有形固定資産（償却費損益外）

建物 1¶137¶924¶843 ` 1¶235¶000 1¶136¶689¶843 196¶475¶185 4¶723¶584 690¶693¶898 249¶520¶760

構築物 8¶114¶979 ` ` 8¶114¶979 1¶259¶316 32¶292 5¶210¶811 1¶644¶852

機械及び装置 6¶855¶951 ` ` 6¶855¶951 6¶513¶153 ` ` 342¶798

工具器具備品 25¶934¶901 ` 2¶112¶744 23¶822¶157 17¶839¶753 777¶972 ` 5¶982¶404

計 1¶178¶830¶674 ` 3¶347¶744 1¶175¶482¶930 222¶087¶407 5¶533¶848 695¶904¶709 257¶490¶814

_譲渡収入による現金
納付等を行った資産に
係る譲渡収入の額

`国庫納付等に当
たり譲渡収入より
控除した費用の額

a国庫納付等の額b国庫納付等が行
われた年月日 c減資額

` ` 16¶800¶000¶000円平成23年３月29日 16¶800¶000¶000円

\不要財産としての国庫納付等を行った
資産の種類、帳簿価額等の概要 ]不要財産となった理由 ^国庫納付等の

方法

建物、土地

桜新町倉庫（世田谷区桜新町一丁目
495番６、10）

帳簿価額（取得時）： 99¶335¶000円

帳簿価額（譲渡時）： 98¶100¶000円

平成19年12月に閣議決定された独立
行政法人整理合理化計画に基づいた
保有資産の見直しにより、本物件の
売却処分が決定されたため。

譲渡収入による現
金納付

_譲渡収入による現金
納付等を行った資産に
係る譲渡収入の額

`国庫納付等に当
たり譲渡収入より
控除した費用の額

a国庫納付等の額b国庫納付等が行
われた年月日 c減資額

116¶261¶600円 ` 116¶261¶600円平成23年３月29日 99¶335¶000円

\不要財産としての国庫納付等を行った
資産の種類、帳簿価額等の概要 ]不要財産となった理由 ^国庫納付等の

方法

土地
祖師谷宿舎（世田谷区祖師谷一丁目
149番１、13、14）
帳簿価額（取得時）： 106¶000¶000円
帳簿価額（譲渡時）： 106¶000¶000円

平成19年12月に閣議決定された独立
行政法人整理合理化計画に基づいた
保有資産の見直しにより、本物件の
売却処分が決定されたため。

譲渡収入による現
金納付

_譲渡収入による現金
納付等を行った資産に
係る譲渡収入の額

`国庫納付等に当
たり譲渡収入より
控除した費用の額

a国庫納付等の額b国庫納付等が行
われた年月日 c減資額

136¶000¶000円 ` 136¶000¶000円平成23年３月29日 106¶000¶000円
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Ý．重要な後発事象
当事業年度においてすべての求償債権を償却、放棄（平成22年11月15日）し、独立行政法人新エ
ネルギー・産業技術総合開発機構法（平成14年法律第145号）附則第16条第１項の規定に基づき、
平成23年４月１日付けで特定事業活動等促進経過勘定を廃止しております。
なお、勘定廃止に伴う残余財産額については、同条同項の規定に基づき国庫に納付することとな
ります。
残余財産国庫納付額 608¶502¶471円
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